
 

 

   

事 務 連 絡 

令和６年４月 19日 

 

加盟団体会長 各位 

 

公益財団法人 大田区スポーツ協会 

理事長 上代 圭子 

 

 

公益財団法人大田区スポーツ協会加盟団体 

指導者育成講習会等の受講料助成について（通知） 

 

 陽春の候、ますます御健勝のこととお慶び申し上げます。 

平素より、公益財団法人大田区スポーツ協会の運営つきまして、格別のご理解と 

ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、協会では、各加盟団体の指導者の育成を図るため、外部の団体が実施する講

習会等に参加する際の受講料の一部を助成しております。 

助成を希望される団体は、別紙「指導者受講料助成交付申請書」のご提出をお願い

いたします。 

 なお、詳細は別紙「指導者の講習会等の受講料助成交付要綱」をご参照願います。 

 

記 

 

１ 配布文書 

(1)「指導者の講習会等の受講料助成交付要綱」 

(2)「指導者受講料助成交付申請書」 

 

２  その他  

オンライン講習等も対象と致します。 

 

 

 

 

担当 (公財)大田区スポーツ協会事務局 山中 

                                              電 話 03-5748-5400 

                             ＦＡＸ 03-6410-6955 
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　第1号様式（第2条関係）

      　　 

令和　　年 　月 　日

　（公財）大田区スポーツ協会 理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 <団　体　名>

<代表者氏名>

<住　    所> 〒　　　　

<電話・ＦＡＸ>  

 １　講 座 名

 ２  受講指導者名

 ３　受講希望日時及び会場

(1) 日 時 　 月　 日(　）　   時　分～　　時　分

(2) 会 場

 ４　添付書類

(1) 実施機関からの講習会等案内文書　　　　　　　　

　[処理欄]　　　上記申請について、下記のとおり指導者の受講料を助成する。

申請No.

決
定

担
当

係
長

次
長

局
長

※貴団体の振込口座名を記入してください。（指導者受講決定した場合、受講料を振り込ます。)

決定
年月日

　 年 　月 　日

指導者受講料助成交付申請書

　　下記のとおり、公益財団法人大田区スポーツ協会加盟団体指導者の講習会等の受講料助成

　交付要綱に基づき、指導者の受講料の助成を申請します。

記
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指導者育成講習会等の受講料助成交付要綱 

平成 26 年 2 月 27 日 25 大体協発第 68 号 

改正平成 30 年 4 月 1 日 30 大体協発第 14 号 

改正令和元年 5 月 1 日 31 大ス協発第 49 号 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、公益財団法人大田区スポーツ協会(以下「本協会」という。)に加盟する団体

(以下「加盟団体」という。)の指導者を育成するため、外部の団体(以下「実施機関」という。)が

実施する講習会等への受講を希望する団体に対し、受講料（教材費を含む）を助成することにつ

いて、必要な事項を定めることを目的とする。 

(申請) 

第 2 条 受講料の助成を希望する加盟団体は、本協会に以下の書類を提出し、申請しな 

ければならない。 

  (1) 指導者受講料助成交付申請書(様式 1) 

  (2)  実施機関からの講習会等案内 

(助成決定基準) 

第 3 条 受講料の助成を決定するための基準（以下「助成決定基準」という。）は、以下のとおり

とする。 

  (1) 講習会等を受講することで加盟団体での指導に大きな効果が見込まれると加盟団体の長

が判断したものであること。 

(2) 当該年度の予算の範囲内であること。 

  (3) その他、本協会の理事長（以下「理事長」という。）が必要と認めるもの。 

 (決定及び交付額) 

第 4 条 理事長は、「助成決定基準」に基づき受講料の助成の可否を審査し、決定する。 

 一団体あたりの受講料の助成は、当該年度に 10,000 円を限度とする。 

(通知) 

第 5 条 理事長は、前条の決定により指導者受講料助成交付決定通知書(様式 2)を加盟団体の長あ

て通知する。 

2 助成金を交付できないと決定したときは、指導者受講料助成不交付決定通知書（様式 3）により

加盟団体の長あてに通知する。 

（受講料） 

第 6 条 本協会加盟団体の指定する口座に振り込むことを原則とする。 

2  申込手続き及び受講料の支払いについては、加盟団体が行う。 

(報告) 

第 7 条 受講者は、当該受講の終了後、講習会受講報告書(A4 判、指定様式なし、資料 

がある場合は別途添付すること)を講習会等終了後 2 か月以内に理事長に提出する。 

(旅費) 

第 8 条 旅費は受講者又は加盟団体が負担するものとする。 

付 則 

この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

この要綱は、令和元年 5 月 1 日から施行する。 
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